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第 4 章 幼 稚 園 教 育 

 

１  幼 堆 園 の 現 状  

   県 内 の幼稚園は 522 園 （ 平 成 24 年 5 月 現 在）、そのうち、国公立幼稚園は 93 園 で 、 私立幼稚

園の約 4 分 の 1 で あ る。就園率は 47.8％ で 、 全国平均 55.1％ を 下 回っている。  

   幼 稚 園未設置の市町村は 6 町 村 であり、保育所に比べて設置率は低い。幼稚園教育の独自性を

考慮して、一層の進展を図る必要がある。  

２  教 育 内 容 の 充 実  

   幼 稚 園教育は、教育基本法、学校教育法及び同法律施行規則、幼稚園教育要領、教育委員会規

則などの示すところに従い、幼児の心身の発達の実情に即して、集団生活の中で幼児一人一人の

望ましい成長を助け、人間形成の基礎を培うことを目的としている。そのため、幼稚園訪問や研

修会の場を通して教育内容の充実に努めた。  

(1)新 規 採 用教員研修  

教 育 公務員特例法の規定に基づき、講義、演習、実習、実技を内容として園内・園外研修を

それぞれ 10 日 間 、公私立別に実施した。名古屋市以外の公立の該当者は 50 人 、私 立の該当者

は 417 人 （ 内 名古屋市 142 人 ）。  

(2)10 年 経 験者研修  

教 職 経験 10 年 経 過 の全教員を対象に、経験に即した体系的な研修の一環として、教育上の

課題に対応し得る内容についての研修として平成 15 年 度よ り始まった。県総合教育センター

において講義・協議・演習等による研修を 5 日 間 、社会体験研修を 1 日 、異校種体験研修を 2

日 、 園内での研修を 7～ 10 日 行 い 、教員の資質能力の向上に努めた。  

    名 古 屋 市以外の公私立幼稚園教諭 20 人 が 研 修に参加した。（公立 13 人 、 私立 7 人 ）  

(3)幼 稚 園 教育課程講座  

文 部 科学省と県教育委員会、県総合教育センター主催で、平成 24 年 8 月 28 日（ 火）に開催

した。  

公 私 幼稚園、保育所、小学校、保育行政の 319 人 の 参 加者が 3 つ の 協議題の分科会に分かれ、

幼 稚 園 の 教 育 課 程 の 編 成 を は じ め と し て 幼 稚 園 教 育 に 関 す る 内 容 に 関 す る 専 門 的 な 研 究 協 議

を行うことにより、幼稚園教育の振興・充実を図った。（名古屋市は、「幼稚園教育課程研究協

議会」を開催。 202 人 が 参 加。）  

(4)保 育 技 術講座・園長等運営管理研修  

文 部 科学省と県教育委員会・県総合教育センター主催で、平成 24 年 7 月 24 日（ 火 ）、25 日

（ 水 ）、 26 日 （ 木 ）の 3 日 間 に保育技術講座、平成 24 年 8 月 6 日 （ 月）、 7 日 （ 火）の 2 日 間

に園長等運営管理研修を県総合教育センターにおいて開催した。保育技術講座には 45 人 が参

加、園長等運営管理研修には 44 人 が参 加し、幼稚園教育に関する内容、幼稚園の運営・管理、

保育技術に関する専門的な講義、研究協議を行うことにより、幼児教育の専門性と教員として

の資質向上をめざし、幼稚園の振興・充実を図った。  
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３  幼 児 教 育 研 究 協 議 会  

   本 県 幼児教育の振興について、基本的な問題を研究協議するため、昭和 47 年 6 月 に 幼児教育

研究協議会を設置し、課題解決に取り組んでいる。平成 24 年 度 は 次のように開催した。  

(1)委 員 構 成  

協 議 会・・・ 16 人 、 専門委員会・・・ 13 人  

(2)開 催 回 数  

協 議 会・・・  2 回 、 専門委員会・・・  3 回  

(3)協 議 題  

「 小 学校教育を見通した幼児期の教育を考える  

－接続期における教育課程・保育課程の編成に向けて－」  

(4)協 議 内 容  

幼 児 期と児童期の教育の円滑な接続を図るため、幼児教育における接続期の教育課程・保育

課程（アプローチカリキュラム）とはどのようなものか明らかにしていく必要がある。  

そのため、幼児期修了までに育てたい力を具体化し、幼児の発達や学び・指導をつなげてい

くための取組について協議し、理論を構築していく。  

 

 

 


